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【区分】　　レベル１－レベル２ 技術詳細説明資料 様式３

技術の名称 ジオグリッド補強土護岸工法 技術名称 コンクリートブロック積（張）工

開発会社名 河川補強土研究会【岐阜大学工学部（八嶋厚 教授）、前田工繊㈱、三井化学産資材㈱、三菱化学産資㈱】

ＮＥＴＩＳ登録番号 ■登録済み：登録番号【CB-030092】　　　　　□未登録

申請先の地方整備局 中部地方整備局　中部技術事務所

分類 〔レベル１：河川海岸工〕、〔レベル２：多自然型護岸工〕、〔レベル３：その他〕、〔レベル４：　　　〕

使用可能な工事の種類 河川護岸工、砂防堰堤取付け護岸、流路工 その他 使用する補強材料は、岐阜県自然共生工法認定（KAS-A04-004）を取得。

備考

中 小 従来技術のコスト 申請技術のコスト 従来技術との比較＜結果＞ 従来技術積算条件 申請技術積算条件 申請技術の積算方法
添付資料名・番号
（根拠データ等）

従来技術引用元

イニシャルコスト 30壁㎡当たり工事費 753,000 667,000 0.89 壁高H=3.0m、延長L=10m 壁高H=3.0m、延長L=10m 積算額は実績をもとに算定 添付資料⑥

国土交通省土木工事積算基
準
平成18年度版　共通工-
コンクリートブロック積み工

対象外 - - - - - - - -

その他 対象外 - - - - - - - -

トータルコスト 壁㎡当たり工事費 25,100 22,300 0.89 - - - - -

備考

中 小 ①現行基準値等 ②現行基準との比較＜結果＞
③申請技術について実証によ
り確認した数値等

④従来技術との比較＜結果＞ ⑤申請技術の数値採取条件 ⑥実証方法・機関
⑦添付資料名・番号
（根拠データ等）

⑧基準値等の引用もと

構造 転倒に対する安定 Fsが1.5以上 適合 Fs=4.2 同等 H=3m
γ=19kN/m3、φ=30°

実河川実験や実大規模の破
壊実験を実施
：河川補強土研究会

添付資料⑦ 道路土工-擁壁工指針
：(社)日本道路協会

滑動に対する安定 Fsが1.5以上 適合 Fs=2.0 同等 H=3m
γ=19kN/m3、φ=30°

実河川実験や実大規模の破
壊実験を実施
：河川補強土研究会

添付資料⑦ 道路土工-擁壁工指針
：(社)日本道路協会

施工段階 作業員に対する事故等の発
生

「土木工事安全施工技術指
針」の「第１章総則、第２章安
全措置一般」による。

適合 作業員に対する事故等の実績
件数は0件である。

同等 - - 添付資料⑧
アデム技術資料

土木工事安全施工技術指針

※仮設工については施工段階の
安全性は含まない。

第三者に対する事故等の発
生

・第三者に対する事故等の発
生がないこと。
・「土木工事安全施工技術指
針」の「第１章総則、第２章安
全措置一般」による。

適合 第三者に対する事故等の実績
件数は０件である。

同等 - - - 土木工事安全施工技術指針

物性 ジオグリッドの強度 - - 50×50kN/m ジオグリッドが二軸方向に強度
をもっているので、部分的な破
壊から全体破壊への進行が遅
い。

- 実河川実験や実大規模の破
壊実験を実施
：河川補強土研究会

添付資料⑤
リバデム工法カタログ

-

形状 - - - - - - - - -

能力 引張特性 - - リバデムは高強度・強靭性の
ジオグリッドであり、伸び率10
～20％の範囲で50kN前後の
引張り力を発揮する。

伸度の異なる３種類の高強度
繊維（アラミド繊維、ビニロン繊
維、ポリエステル繊維）を使用
しており、広範囲の伸度域に
おいて高強度を有していること
が確認された。

- 自社 添付資料⑤
リバデム工法カタログ

-

品質管理 - 準拠する基準が異なる。 補強土擁壁の基準 同等 - 自社 - -

材質 - － 縦方向：アラミド繊維，ビニロン
繊維，ポリエステル繊維
横方向：ビニロン繊維，ポリエ
ステル繊維

－ － 自社 添付資料⑤
リバデム工法カタログ

-

完成物 出来形管理 - 準拠する基準が異なる。 補強土擁壁の基準 同等 - 自社 添付資料⑧
アデム技術資料

-

工程 基礎コンクリート，天端コンク
リートの工程が必要。

－ － － - 自社 - 国土交通省土木工事積算基
準
平成18年度版　共通工-
コンクリートブロック積み工

日当たり施工量 13㎡/日 － － － - 自社 - 国土交通省土木工事積算基
準
平成18年度版　共通工-
コンクリートブロック積み工

現場条件 施工スペース クレーンを据えるスペースが必
要。

向上 小型のﾊﾞｯｸﾎｳで作業可。 作業性が向上する。 - - - -

適用範囲 勾配 ＜1:1.0 同等 ＜1:1.0 同等 - - - 美しい山河を守る
災害復旧基本方針

自然条件 天候 現場打ちコンクリートを使用す
るので制限がある。

向上 主な材料は土なので天候に制
限されない。

作業性が向上する。 - - - -

施工管理 施工管理項目および頻度 施工管理基準 準拠する基準が異なる。 補強土擁壁の基準 同等 - - 添付資料⑧
アデム技術資料

-

難易度 熟練工への依存度 ブロック工などの熟練工が必
要。

向上 特別な熟練工を必要としない。 向上 - 自社 - -

社会環境 リサイクル リサイクルは困難。 向上 現地発生土を利用できる。 向上 - - - -

作業員環境 作業員環境 「土木工事安全施工技術指
針」の「第１章総則、第２章安
全措置一般」による。

適合 特に問題なし。 同等である。 - - - 土木工事安全施工技術指針

独自基準等の有無 技術指針、設計基準等 有（ジオグリッド補強土護岸工法　設計・施工マニュアル（案））

積算基準等 有（ジオグリッド補強土護岸工法　設計・施工マニュアル（案））

施工管理基準等 有（ジオグリッド補強土護岸工法　設計・施工マニュアル（案））

その他

選定理由

評価項目 申請者記入欄

コンクリートブロック積（張）工は護岸工として数多くの施工実績を有する工法であり、緑化ブロックにより，護岸の緑化も可能な工法
である。
本技術は緑化ブロックを用いたコンクリートブロック積（張）工に代わり、自然生態系の復元・創出、親水性の向上およびCO2の低減、
現地発生土の有効利用など環境負荷の低減を目的として開発したことから、従来技術としてコンクリートブロック積（張）工を選定し
た。

比較対象とする従来技術

申請者記入欄

大

経済性

ランニングコスト

大

安全性

※労働安全衛生法上の安全
性等は含まない。

評価項目

品質・出来形

施工性

耐久性

周辺環境への影響

その他

材料

合理化


